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【目的】 

我が国の農産物輸出は，かつて生糸輸出が外貨

獲得源として戦前の経済発展に大きな役割を果た

す等の歴史があり，2000 年代中頃から政府による

推進に拍車がかかった。現在，諸政策だけでなく，

JETRO 等の様々なサポート，輸出に資する団体やマ

ニュアルが作られ，明治から栽桑や養蚕などが研

究されたように輸出関連の研究も行われている。 

小稿では，農産物輸出の中でも，品質保持がポイ

ントになる種の農作物を対象に，効率化・低コスト

化の観点から期待される「共同物流」の組織的課題

を若干整理する。なお輸出のマーケティングは[2]

を，特定地域への輸出対応は[3]を参照のこと。 

【方法】文献調査等を踏まえ，上記の目的を果たす。 

【結果および考察】 

 農業経営体や農協共販組織といった生産側の経

済主体が農作物の「輸出をしない場合」，仮に販売

後に輸出されたとしても買入れ企業が差益／差損

を得る等，生産側は輸出の影響を直接受けない。 

 したがって小稿の対象は，生産側が市場選択と

して「輸出をする場合」である。この場合，通常ま

ず輸出先が選択される。植物検疫など相手国の輸

入管理制度や競争環境，消費者の嗜好，社会的習慣

による需要の周期性等がポイントで，意思決定の

ための（一次・）二次情報が求められる。輸出先の

選択後，残留農薬など食品安全基準への適合や国

際認証の取得等，輸出農作物の現地市場・顧客適応

が求められることもある。なお国際見本市等で，輸

出先選択の前に取引先が決まる可能性もある。 

 また「直接輸出」か，貿易会社等を介した「間接

輸出」かのチャネルが選択される。いずれにせよ輸

出は，通関・検疫の手続きがある国際物流で，国内

物流と異なり外部委託が避けられない(注 1）。実際

に輸送手段や物流施設を持つAsset型やNon-Asset

型（forwarder）の 3rd-Party Logistics（3PL）企

業が重要な役割を果たしている(注 2)。ただし

Asset 型の中には，倉庫系のように物流の一部を再

委託する企業があり，forwarder 的サービスも提供

する総合物流企業がある等，3PL 企業も多様である。 

国際・国内物流では，効率化や低コスト化の観点

から共同物流への期待が大きい。小稿で取り上げ

る共同物流は，生産側つまり発荷主（以下「荷主」

という）間のもので，混載や巡回集荷に必要な情報

の集約が欠かせない。しかし共同物流の実現には，

以下のような組織的課題がある。 

第一に安定した共同物流体制の構築である。輸

出先が同じ／国内着荷地が同じ等，荷主の組織化

が必須で，輸出を安定的に継続する荷主で構成さ

れることが望ましい。また体制の中心となる主宰

者／調整者については，生産側だけでなく，貿易会

社など国内着荷主や 3PL 企業も考えられる。 

第二に個々の巡回集荷計画の作成と実現である。

積載率向上のほか，各集荷場でのトラック待機時

間を減らすためにも，まず各荷主による出荷情報

の正確な把握が必要で，特に荷主の数が増える・荷

主間の総距離が長くなるほど重要になる。次に各

出荷情報を集約し，混載を含む最適な巡回集荷計

画の作成が求められる(注 3)。とりわけ前者の荷主

ごとの出荷情報の把握は，出荷予測の問題にとど

まらず，輸出と国内販売の供給調整など荷主の機

会主義的行動の問題に及ぶ可能性がある。このた

め荷主には，豊凶や価格変動や輸出リスクがある

中で，事業機会や事業領域／市場の選択としての

輸出の位置づけが，つまり輸出目的が一層問われ

よう。このことは，第一の課題とも密接に関わる。 

注：1) 物流部門／子会社を持つ農業経営体もある。 

2) 3PL 企業には，農産物輸出で販売支援など  

「物流以外のソリューションが求められる

時代」になった，との状況認識がある[1]。 

3) 集荷場の多い某単協では，既に IT を使っ

た配車配送プログラムを試行し，次の段階と

して担当者判断との差異などデータを AI で

利用する動きもある。 
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